
     役員等報酬の比較検討について 
                                                       Ｈ２8.12 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                     
                                           （単位：万円） 

  給料月額等 期末手当等 年間収入 

副 知 事 
105.0 

（カット前） 

90.3 

（カット後） 

485.1 

（カット前） 

412.3 

（カット後） 

1,745.1 

（カット前） 

1,495.9 

（カット後） 

本庁部長 78.７ 381.5 1,326.4 

本 庁 次 長 70.6 342.4 1,190.4 
 
・副知事の給料月額及び賞与については「知事及び副知事の給料、手当及び旅費に関する条例」及び「知事等 
 の終了及び期末手当の特例に関する条例」により算出。 

 ・上記の「本庁部長」、「本庁次長」の給料月額等は、管理職手当（5％カット後）、地域手当の合計額 
・給料減額率……副知事：給料月額 14％・賞与 15％、部長・次長減額なし 

                

                                    （単位：万円） 
  給料月額 賞与（支給月数） 年間収入 

府立大学 府立病院機構 府立大学 府立病院機構 府立大学 府立病院機構 

理 事 長 106.6 114.0 2.95月 給料月額×1.2

×３.８5月 

 

 

1,846.4 1,643.8 

副 理 事 長  － 93.0 －  － 

理 事 53.3～ 

84.3 

－ 1,367.1～

1,135.1 

－ 

監 事 
4（日額） 5（月額） － － 

153.1 57.2 

監 事 133.7 57.2 

・ホームページ上公開されている「役員報酬規程」等に規定されている本則のみ記載しており、経過措置や 

時限的な措置は記載省略。 

・年間収入は、ホームページ上公開されている府の出資法人等への関与事項等を定める条例第 7 条第 1 項の

規定による 27年度の役員報酬額 

・府立大学については、毎月、給料のほかに地域手当あり 

・両機関とも、評価委員会の業績評価によって、賞与を 10%の範囲内で増減することを制度化している。 

 
 
                                      （単位：万円） 

  報酬月額（又は年俸） 手当の種類 役員手当 

理事長 副理事長 理事 
理事長・理事共通 

監事 
例月 6月・12月 

北海道立 
総合研究機構 

90.0 － 78.0 通勤 期末 3（日額） 

青森県 
産業技術センター 

5８.７5 
～6５.66 

－ － 
通勤 
寒冷地 

期末 
勤勉 

3（日額） 

岩手県 
工業技術センター 

72.5 
以内 

72.5 
以内 

－ 
通勤 
寒冷地 

期末 ３（日額） 

東京都立 産業技術
研究センター 

年俸 1,353.4～1,604.8 通勤 
年俸に 
含む 

3（日額） 

鳥取県 
産業技術センター 

67.2 － 30.0 
通勤 
住居 

業績給 3（日額） 

山口県 
産業技術センター 

79.0 
以内 

64.0 
以内 

64.0 
以内 

通勤 期末 3（日額） 

京都市 
産業技術研究所 

74.5 65.56 59.6 通勤 期末 3（日額） 

大阪府立  
産業技術総合研究所 

  80.0 
68.0 
以内 

68.0 
以内 

通勤 賞与 3（日額） 

大阪市立 
工業研究所 

年俸 
941.52～ 
1,386.36 

 
      － 

年俸 
754.56～ 
1,313.52 

通勤 
年俸に 
含む 

3（日額） 

国立研究開発法人 
産業技術総合研究所 

119.7 
 

95.9 
 

 
88.1. 

 

通勤 
単身赴任 
職責 

 
季例支給 

常勤 
  677（月額） 

・ホームページ上公開されている「役員報酬規程」等に規定されている本則のみ記載しており、経過措置や 
時限的な措置は記載省略。 
・一部の機関では、業績によって増減することを制度化しているが記載省略。 
・監事については、非常勤役員手当を記載（国立研究開発法人産業技術総合研究所は常勤）。 

大阪府の状況 

府における独法の状況 

独法化した公設試験研究機関の状況 

                

 

                                    （単位：万円） 
  給料月額 賞与（支給月数） 年間収入 

理事長 
80.73以内 

（現行 80.0） 
給料月額×1.2×３.８5月 

１,３４１.８ 

（現行 1,329.6） 

副理事長・理事 
69.17以内 

（現行 68.0以内） 

１,１４９.７ 

（現行 1,130.2） 

監 事 3（日額） － 45.0 

・理事長、副理事長・理事の給料月額は、設立団体の長と協議し理事長が定める。 

・理事長、副理事長・理事の年間収入は通勤手当を除く。 

・評価委員会の業績評価によって、賞与を 10%の範囲内で増減する。（上記の年間収入には含まない。） 

地方独立行政法人 大阪産業技術研究所（案） 

参考資料１ 

◎一般職の任期付職員の採用等に関する条例による            （単位：万円） 

 給料月額 年間収入 基準となる業務 

特定任期付職員 

（6号級） 
73.3 1,34１.6 

極めて高度の専門的な知識経験又は優れた識見を有する者

がその知識経験等を活用して行う特に困難で重要な業務 

特定任期付職員 

（5号級） 
62.8 1,149.4 

特に高度の専門的な知識経験を有する者がその知識経験等

を活用して行う特に困難で重要な業務 

 


